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第５５回海外日系人大会 大会宣言 
   

 私たち海外各地および在日の日系人代表・有志は、平成２６（201４）年１０月２２日～２４日の３日間にわた

り、東京で開催した第５５回海外日系人大会で、『日本文化を創造する海外日系社会―「和食」の展開に

示す底力』を総合テーマとし、以下の三つの分科会で討議しました。 

第１ 日本文化の継承と発展 

第２ 日系社会とビジネス連携 

第３ 新たな人材を担う日系ユース 

分科会および全体会議の結果、次の７項目を決議したことを、大会の名で宣言します。 

 

決  議 
 
１．日本文化の継承に努めている私たちは、なかでも海外で受け入れられ進化を続ける和食文化を誇り

に、創造性を磨いていきます 

 

 食べ慣れた日本食（和食）は忘れられない故郷の味です。海外移住者の生活の中で食事は最大の関心

事の一つです。移住の先人は日本の食材を手に入れるのに苦労し、工夫を重ねて日本食を再現してきま

した。しかし徐々に移住先の人たちの興味を集め、日本食が日本文化を理解してもらう優れたツールとなり

ました。現在「日本料理」は違和感なく受け入れられ世界各地で高く評価されています。 

私たち海外日系人の立場は、移住の過程で培われてきた「日本料理」を日本の和食に近づけようとする

ものでは必ずしもありません。むしろ「日本料理」が、日々の食事のなかでさまざまな工夫を施されながら、

地元に定着し、日本祭りや家庭でのお祝いの場を通じ日本文化の理解・普及に役立ってきたことをアピー

ルすることです。昨年、日本食文化がユネスコの無形文化遺産に登録されたことは、海外に住む私たちに

とっても誇りとなりました。私たちは「和食」の文化を尊重し活かしながら、それぞれの国での日本食の発展

に反映された創造力をこれからも発揮していきます。 

 

２．私たち日系人は、日本から海外に進出する日本企業のパートナーとして協力します 

 

 単一民族色の濃い日本では、これまで異なる宗教や違った思想を持つ人々とともに協力して物事を作り

上げることを苦手にするところがあるように見受けられます。一方、私たち日系人は、これまで移住した国の

文化と日系文化を併せ持った優秀な人材を数多く輩出しています。日本企業の多国籍化が進むなか、す

でに日系人の企業家、弁護士、公認会計士などが幅広く日系企業に協力しています。 

日本が、諸外国との激しい競争に打ち勝つには、こうした日系人の活躍が一段と必要になったと、私た

ちは感じています。日本の大手企業の海外進出は盛んですが、中小企業の進出は必ずしも活発ではあり

ません。私たち日系人と日系社会は企業進出の良きパートナーとなりうるはずです。進出先として中南米を

中心とする日系社会にもぜひ目を向けていただきたいと思います。企業の中南米進出セミナーや、企業の

日系研修員受入などに協力するとともに、進出日本企業への協力を惜しみません。 

 

３．日系ユースは、様々な文化の織りなす社会に育ちつつ身につけてきた日本文化の普及を図るとともに、

国際ビジネスの発展に貢献します 

 

日系ユースは、日本と母国の両国の文化に精通するという多文化的な能力を持ち合わせているため、両

国間の距離を縮めるうえで重要な役割を担うことができます。日本企業が海外に進出する際には、日本の

文化や習慣を伝達し、ビジネスを成功に導く上で、日本とそれぞれの母国間の架け橋となりえます。その一
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例が、今大会で取り上げられた和食の普及で、食品関連の日本企業が海外進出するに当たってさまざま

なアイデアと工夫を提供することが可能です。 

日系ユースの貢献の場としては、自国で日本文化の普及に努めることから、進出した日本企業のために

働くこと、さらには国際的なビジネス交流の促進と幅広い分野が考えられます。日本企業の多くに日系人を

「日本語が出来る便利屋」的に取り扱う風潮が残っていますが、日系人の能力、日本語運用力を正当に評

価されることを強く求めます。 

 

４．重国籍を認めるよう日本政府に重ねて理解を求めます 

 

外国籍を取得した一世にとって、「日本国民は、自己の志望によって外国の国籍を取得したときは、日本

の国籍を失う」との日本国籍喪失規定は、日本人として共同体の一員であり続けたいと願う私たちの意思を

切り捨てることになります。 

重国籍者に対しては、それぞれの国籍国においてその国の国民とみなすとともに、日本国民として認め

るよう政府に重ねて理解を求めます。 

他方、国籍法改正以前に合法的に重国籍者になった者並びに未成年者の場合、国費留学の申請や日

本観光レールパスの購入などができないケースがみられます。このような取り扱いの改善を合わせて求めま

す。 

 

５．海外日系人に対する日本政府の直接的な情報発信を続けるよう期待します 

 

 安倍政権発足後首相による外国訪問が活発となり、各国元首、首相、主要閣僚との会談結果や、日系人、

日系団体に対する安倍首相のメッセージが、それぞれの国で発行されている邦字新聞を通じてくわしく伝

えられるようになりました。また、安倍首相による訪問国での日系人、日系団体との交流の機会がふえたこと

は私どもにとって大変心強く感じます。このような機会が継続されるよう期待すると同時に海外広報の強化

を望みます。 

 

６．日本祭りなどの文化イベントで「クールジャパン」を広めます 

 

 私たちは世界各国で、日本祭りや日本文化週間と銘打ったイベントを開催しています。スタート当初は、

日本人を中心とした盆踊りや夜店の屋台からなるものが少なくありませんでしたが、今日では、サンパウロ

市の「日本祭り」やロサンゼルス市の「二世週祭」に見られるように、開催都市の重要なお祭りと位置付けら

れるものが増えています。一般市民が多く参加して「クールジャパン」を体感する場ともなっています。日本

文化への理解が進むにつれて、本物を求める目も養われ、私たちの自助努力だけでは限界が出てきてい

ます。 

日本政府並びに全国の都道府県には、日系人が企画・運営する日本イベントを積極的に支援し、参加・

活用されるよう期待しています。 

 

７．観光立国をうたう日本として観光ビザの開放促進を求めます 

 

 外国人観光客を２，０００万人に増やすことを目標にしている日本として観光ビザの開放促進を求めます。

特にブラジルは最大の日系人社会であり、また２０１６年、２０２０年の日伯オリンピック・パラリンピックの開催

を控え、早急に検討されることを日本政府に要望します。 

 

 


